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【当該国際機関で働く邦人職員】

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考
　【邦人職員が占めている幹部ポスト（Ｄポスト以上）】

所長 小川和美 所長は、公募手続を経て、外部委託者に
よる選考の結果、実務経験と共に島嶼国
の事情にも詳しい邦人が任命されている。
その他の職員についても、本センターの業
務を円滑に遂行するために、日本語の能
力に加え、日本での商習慣等の知識も必
要となることから、邦人が務めている。

【注：当該国際機関の会計年度】
当該国際機関の会計年度は、我が国同様に、毎年4月から翌年3月末までとなっている。

　邦人職員数
　うち幹部以上

3人 　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

　　　３　人
　うち　１　人 　　　１００　％

37,962
4,218

【当該国際機関の財政（２０１１年予算）】
当該年度の総収入額：51,177,000円
当該年度の総支出額：51,177,000円

【分担金・義務的拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１１年のもの）】
金額（千円） 拠出率（％）（注）

次年度への繰越額：0円
会計検査機関名：　清和監査法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在の構成員の出身国：
【任意拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１１年のもの）】

金額（千円） 拠出率（％）（注）

Pacifc Islands Centre,South Pacific Economic Exchange Support Centre

種　　　別 　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

8,997

 【所管官庁担当局課・室名】：外務省アジア大洋州局大洋州課

【当該国際機関の本部所在地・活動目的等の概要】
本センターは、太平洋島嶼国・地域の日本における窓口機関であり、島嶼国・地域の対日輸出の促進、日
本から島嶼国・地域への投資の増大、また、我が国から島嶼国・地域への観光促進を図り、島嶼国・地域の
持続可能な経済開発に資することを目的としている。更に、貿易・投資・観光事業を通じて双方向の人的交
流を活性化し、日本と島嶼国・地域との関係を強化することも重要な目的である。また、太平洋島嶼国・地
域に関するガイドブックの改訂やホームページでの紹介を通じて最新情報の発信活動を鋭意行っており、
日本国内における太平洋諸島各国への理解の深化に大きく貢献している他、企業や学識関係者を中心と
する「パシフィック・アイランダーズ・クラブ」を設立して太平洋島嶼国・地域に関する意見交換会・懇親会を
開催する等、各種事業を積極的に展開している。

　国際機関名
（英語略称）：

南太平洋経済交流支援センター（PIC/SPEESC)

英文名称：
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